
鴻巣市中小企業及び小規模企業振興基本条例

鴻巣市は、東京都心から５０キロ圏内に位置し、古くは江戸時代より中

山道の宿場としてにぎわうとともに人形の産地として栄え、現在ではＪＲ

高崎線や国道１７号が市域を縦貫するほか、首都圏中央連絡自動車道、東

北縦貫自動車道への良好なアクセスを生かした交通の要衝として、また、

花と緑に彩られた自然豊かな住環境を享受できるまちとして発展してきま

した。

このような背景を持つ私たちのまち鴻巣に立地する中小企業及び小規模

企業は、地域の雇用と経済を支え、伝統と文化の継承に寄与し、にぎわい

を創出するとともに、鴻巣市のまちづくりにおいても地域社会の担い手と

して市民生活の向上に重要な役割を果たしてきました。

一方で、急速に進行する少子高齢化・人口減少や、経済活動のグローバ

ル化、消費需要の多様化など経済的社会的環境が大きく変化する中で、中

小企業及び小規模企業の多くは、売上の低迷や労働力不足、後継者不足な

ど様々な課題に直面しています。

このような中、今後も安定した市民生活の基盤を維持し、まちの活性化

を推進するとともに、地域経済の持続可能な発展を図るためには、地域社

会全体が、中小企業及び小規模企業の果たす役割を理解し、協働して中小

企業及び小規模企業の振興に向けた取組を実施していくことが重要です。

そのためには、中小企業及び小規模企業の振興を市政の重点課題と位置

付けるだけでなく、その基本理念を地域社会全体で共有することが必要で

あることから、地域経済と地域社会の発展を一体となって目指すための指

針として、この条例を制定します。

（目的）

第１条 この条例は、中小企業及び小規模企業（以下「中小企業等」とい

う。）の振興に関し基本となる事項を定めるとともに、市、中小企業等、

商工会、大企業、金融機関、教育機関及び市民それぞれの責務等を明ら

かにすることにより中小企業等の振興に関する施策を総合的に推進し、

もって地域経済及び地域社会の発展を図ることを目的とする。



（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。

⑴ 中小企業 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号。次号にお

いて「法」という。）第２条第１項に規定する中小企業者であって、

市内に事務所又は事業所（以下「事務所等」という。）を有するもの

をいう。

⑵ 小規模企業 法第２条第５項に規定する小規模企業者であって、市

内に事務所等を有するものをいう。

⑶ 商工会 商工会法（昭和３５年法律第８９号）に基づく商工会であ

って、市内に事務所を有するものをいう。

⑷ 大企業 中小企業等以外の事業者であって、市内に事務所等を有す

るものをいう。

⑸ 金融機関 銀行法（昭和５６年法律第５９号）に基づく銀行、信用

金庫法（昭和２６年法律第２３８号）に基づく信用金庫、中小企業等

協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく信用組合及び農業

協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）に基づく農業協同組合であ

って、市内に事務所等を有するものをいう。

⑹ 教育機関 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定す

る学校及び同法第１２４条に規定する専修学校であって、市内におい

て教育活動を行うものをいう。

⑺ 市民 市内に居住し、通勤し、又は通学する者をいう。

（基本理念）

第３条 中小企業等の振興は、次に掲げる事項を基本理念として推進され

なければならない。

⑴ 中小企業等の自らの創意工夫及び自主的な努力が尊重されること。

⑵ 地域経済の発展、雇用の創出及び市民生活の向上に資すること。

⑶ 市、中小企業等、商工会、大企業、金融機関、教育機関及び市民が

中小企業等の果たしている役割の重要性を理解し、連携及び協力をす

ること。



（市の責務）

第４条 市は、前条に定める基本理念に則り、中小企業等の振興を目的と

する方針を定め、施策を明確にするとともに、必要な財政上の措置を講

ずるものとする。

２ 市は、中小企業等、商工会、大企業、金融機関、教育機関及び市民と

連携を図りながら、方針に基づく施策の策定及び実施に努めなければな

らない。

３ 市は、施策の実施に当たっては、国、県その他関係機関との連携及び

協力に努めるものとする。

（中小企業等の役割）

第５条 中小企業等は、経済的社会的環境の変化に対応して自主的に事業

活動の向上及び改善に努めるものとする。

２ 中小企業等は、事業活動を行うに当たっては、経営基盤の強化、人材

の育成及び雇用環境の充実を図り、従業員が生きがい及び働きがいを得

ることができる職場づくりに自主的に取り組むよう努めるものとする。

３ 中小企業等は、市が実施する施策に協力するよう努めるものとする。

（商工会の責務）

第６条 商工会は、中小企業等の経営の改善及び革新を促進するための取

組を積極的に行うものとする。

２ 商工会は、中小企業等の的確な実態把握に努め、自らの事業活動に反

映させるとともに、会員相互の関係強化及び多様な主体との連携を図る

ものとする。

３ 商工会は、市が実施する施策に協力するよう努めるものとする。

（大企業の役割）

第７条 大企業は、中小企業等の振興が地域経済の発展において果たす役

割の重要性を理解し、市が実施する施策に協力するよう努めるものとす

る。

２ 大企業は、事業活動を行うに当たっては、中小企業等との連携及び協

力に努めるものとする。



（金融機関の役割）

第８条 金融機関は、中小企業等の経営の向上及び改善に対する支援に取

り組むとともに、市が実施する施策に協力するよう努めるものとする。

（教育機関の役割）

第９条 教育機関は、学生、生徒、児童及び幼児（次項において「学生

等」という。）に対し、中小企業等の事業活動が地域経済及び地域社会

の発展に果たす役割を学習する機会を設けるよう努めるものとする。

２ 教育機関は、学校教育の一環として、中小企業等その他の多様な主体

と連携し、職場体験その他の学生等の職業観及び勤労観を育む取組を実

施し、将来の地域を担う人材の育成に努めるものとする。

（市民の理解及び協力）

第１０条 市民は、中小企業等の振興が地域経済の発展及び市民生活の向

上に資することを理解し、市内消費等を通じて、中小企業等の振興に協

力するよう努めるものとする。

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。


